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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　積層した第１、第２の層状空気流路間を仕切る部材であって水溶性吸湿剤を添加した仕
切部材と、
　前記第１、第２の層状空気流路を形成し、前記仕切部材間の間隔を保持する間隔保持部
材と、
　前記仕切部材と間隔保持部材とを接着する接着剤と、
　を備える全熱交換素子において、
　前記接着剤が、水溶性吸湿剤を含浸した水溶媒系接着剤であって、前記第１、第２の層
状空気流路に前記仕切部材が露出するように設けられ、
　前記仕切部材が、前記接着剤中の水分と前記水分中に含浸された前記水溶性吸湿剤とを
吸収する吸液性素材により形成されていることを特徴とする全熱交換素子。
【請求項２】
　積層した第１、第２の層状空気流路間を仕切る仕切部材と、
　前記第１、第２の層状空気流路を形成し、前記仕切部材間の間隔を保持する間隔保持部
材と、
　前記仕切部材と間隔保持部材とを接着する接着剤と、
　を備える全熱交換素子において、
　前記接着剤が、前記仕切部材に浸透させる水溶性吸湿剤を含む薬剤を含浸させた水溶媒
系接着剤であって、前記第１、第２の層状空気流路に前記仕切部材が露出するように設け



(2) JP 4855386 B2 2012.1.18

10

20

30

40

50

られ、
　前記仕切部材が、前記接着剤中の水分と前記水分中に含浸された前記水溶性吸湿剤とを
吸収する吸液性素材により形成されていることを特徴とする全熱交換素子。
【請求項３】
　前記吸液性素材が、毛細管現象により水分とその溶質を吸収する多孔質素材であること
を特徴とする請求項１又は２に記載の全熱交換素子。
【請求項４】
　前記多孔質素材が、セルロース繊維を素材とする紙もしくは不織布であることを特徴と
する請求項３に記載の全熱交換素子。
【請求項５】
　前記間隔保持部材に水溶性吸湿剤が添加されていることを特徴とする請求項１又は２に
記載の全熱交換素子。
【請求項６】
　前記仕切部材に難燃剤が添加されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の全熱
交換素子。
【請求項７】
　前記間隔保持部材に難燃剤が添加されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の
全熱交換素子。
【請求項８】
　前記仕切部材に添加した水溶性吸湿剤と、前記水溶媒系接着剤に含浸させた水溶性吸湿
剤とが、同一のものであることを特徴とする請求項１に記載の全熱交換素子。
【請求項９】
　前記水溶媒系接着剤に水溶性難燃剤を含浸させたことを特徴とする請求項１又は２に記
載の全熱交換素子。
【請求項１０】
　前記水溶性吸湿剤が、潮解性アルカリ金属塩、潮解性アルカリ土類金属塩のいずれか一
つ又はそれらを混合したものであることを特徴とする請求項１又は２に記載の全熱交換素
子。
【請求項１１】
　前記水溶性吸湿剤が、尿素、カラギーナン、アルギン酸、アルギン酸塩のいずれか一つ
又はそれらを混合したものであることを特徴とする請求項１又は２に記載の全熱交換素子
。
【請求項１２】
　前記水溶媒系接着剤が、水を主溶媒とする樹脂エマルジョン接着剤であることを特徴と
する請求項１又は２に記載の全熱交換素子。
【請求項１３】
　前記水溶媒系接着剤が、水を主溶媒とする樹脂エマルジョン分散型接着剤であって、酢
酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤、酢酸ビニル－アクリル酸エステル共重合樹脂エマルジ
ョン接着剤、エチレン－酢酸ビニル共重合樹脂エマルジョン接着剤のいずれか一つ又はそ
れらを混合したものであることを特徴とする請求項１又は２に記載の全熱交換素子。
【請求項１４】
　前記水溶媒系接着剤が、耐水性を有するエマルジョン接着剤であることを特徴とする請
求項１又は２に記載の全熱交換素子。
【請求項１５】
　請求項１又は２に記載の全熱交換素子を備えることを特徴とする全熱交換器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気調和機や換気装置等に備えられ、温度及び湿度の異なる二つの空気間で
潜熱及び顕熱の全熱交換を行う全熱交換素子及び全熱交換器に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、図１に示すような、第１の層状空気流路４と、第１の層状空気流路４に積層され
第１の層状空気流路４と直交する第２の層状空気流路５と、第１、第２の空気流路４、５
間を仕切る仕切部材１と、第１、第２の空気流路を形成し、仕切部材１、１間の間隔を保
持する間隔保持部材２と、仕切部材１と間隔保持部材２とを接着する接着剤３と、を備え
、第１の層状空気流路４を流れる第１の空気６と、第２の空気流路５を流れる第２の空気
７との間で仕切部材１を媒体として潜熱及び顕熱を交換する全熱交換素子１０がある。
【０００３】
　仕切部材１は、第１、第２の空気６、７間で潜熱及び顕熱を交換する媒体となるので、
仕切部材１の伝熱性能及び透湿性能は、顕熱及び潜熱の交換効率に大きな影響を及ぼす。
また、間隔保持部材２の素材としては、コストの面から、通常、セルロース繊維（パルプ
）を素材とする紙が用いられている。
【０００４】
　仕切部材１には、透湿性を付与するため、通常、吸湿剤（透湿剤）が添加されている。
吸湿剤としては、水溶性吸湿剤である、塩化リチウム、塩化カルシウム等で代表されるア
ルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩が用いられている。また、非水溶性吸湿剤としては、
シリカゲル、強酸・強塩基性のイオン交換樹脂等の粉体状の吸湿剤が用いられている（例
えば、特許文献１、２、３参照）。
【０００５】
　また、全熱交換素子１０には、特に、第１、第２の空気６、７間でのＣＯ2等の気体の
透過量を少なくすることが要求されるため、仕切部材１には、前述の透湿（吸湿）性能の
ほか、高い気体遮蔽性も要求される。
【０００６】
　気体遮蔽性を高めた仕切部材用素材として、パルプ繊維を細かく叩解したもの（例えば
、特許文献４参照）、ミクロフィブリル化セルロースを充填剤として添加して抄紙したも
の（例えば、特許文献５参照）、ポリビニルアルコール等の水溶性樹脂を仕切部材（紙）
表面に塗布して孔を塞いだもの（例えば、特許文献６参照）等が提案されている。
【０００７】
　また、全熱交換素子１０端部の仕切部材１と間隔保持部材２との接着部において、接着
剤の塗布が不十分で両シート間に隙間が存在するような場合、隙間から空気が漏れ、他の
流路の空気と混合してＣＯ2等も漏れてしまうので、隙間が生じないようにすることも要
求される。また、仕切部材１及び間隔保持部材２には、火災安全性の確保のため、難燃剤
等が添加されることもある。
【０００８】
　仕切部材１と間隔保持部材２の接着に用いる接着剤には、主に、水溶媒系接着剤が用い
られている。この理由は、有機溶媒系接着剤を用いると、接着剤に残留した有機溶媒自体
の放散や、放散に伴なう臭気等が発生し、空気調和機用の全熱交換素子として好ましくな
いこと、また、全熱交換素子１０の生産設備に、有機溶媒回収のための装置等の複雑かつ
高価な補機が必要になり、コストアップを招くことである。
【０００９】
【特許文献１】特許第２８２９３５６号公報
【特許文献２】特開平１０－１５３３９８号公報
【特許文献３】特開２００３－２５１１３３号公報
【特許文献４】国際公開第２００２／０９９１９３号パンフレット
【特許文献５】特許第３７９１７２６号公報
【特許文献６】特開２００１－０２７４８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
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　しかしながら、仕切部材１に水溶性吸湿剤を添加した全熱交換素子１０は、その仕切部
材１単体の透湿性能の測定結果から予想される湿度交換効率に比べ、全熱交換素子１０と
して製作された後に測定された実際の湿度交換効率が低くなってしまう。この現象は、樹
脂シート等で製作された仕切部材では起こらず、水溶性吸湿剤を添加したセルロース繊維
を素材とする紙製の仕切部材１を用いたときの固有の現象である。
【００１１】
　この現象の原因を考察すると、実際の湿度交換効率の低下の原因として、次のようなメ
カニズムが考えられる。すなわち、仕切部材１や間隔保持部材２が吸液性（本明細書にお
いては、「吸液性」とは、水分子のみを選択的に吸収するものと区別するため、水分子と
共に、水分子間に溶け込んでいる溶質を同時に吸収する性質のことをいう。物質が吸水す
る場合には、例えば、官能基等により化学的に水分子のみが選択され物質表面に吸着され
てから内部へ取り込まれる場合、多孔質の物質の毛細管現象による吸水のように溶質ごと
物理的に吸水していく場合、また、アクリル酸ナトリウム共重合体等の一部の高吸水性樹
脂のように溶け込んでいる溶質ごと水溶液を吸収する場合、等があるが、本明細書におい
ては、毛細管現象による吸水や水溶液の吸水を「吸液」というものとする。）のある素材
で製作され、かつ、吸湿剤が水溶性吸湿剤である場合、水溶媒系接着剤を塗布して仕切部
材１と間隔保持部材２とを張り合わせるとき、水溶媒系接着剤の水分を被接着部材である
仕切部材１と間隔保持部材２が吸収しながら接着が進行していく。
【００１２】
　このとき、仕切部材１に添加されていた水溶性吸湿剤が水溶媒系接着剤の水分に触れて
溶解し、同時に水分中で拡散し、仕切部材１から水溶媒系接着剤や間隔保持部材２の水分
が浸透している部分へ流失してしまう。この流失により、仕切部材１内の水溶性吸湿剤の
量が減少し、仕切部材１単体の湿度交換効率よりも実際の全熱交換素子１０の湿度交換効
率が低下する。
【００１３】
　湿度交換効率は、水溶性吸湿剤の添加による透湿性能向上効果が特に大きい低湿度環境
下において大きく影響を受け、低湿度環境下で湿度交換効率の低下が著しい。結果として
、湿度交換効率や全熱交換効率の低下だけではなく、高湿度環境下と低湿度環境下におけ
る湿度交換効率及び全熱交換効率に差が生じてしまう。このことは、全熱交換器の全熱交
換効率が空気の環境条件によって変化してしまうことを示しており、全熱交換器のユーザ
ーにとって、年間の回収熱量計算や、それに伴なう省エネルギー量試算等の際に、計算が
難しくなって好ましくない。
【００１４】
　上記の現象が実際に起こっていることを確認するため、水溶性吸湿材としての塩化リチ
ウムを添加した仕切部材１と、難燃剤としてスルファミン酸グアニジンを添加した間隔保
持部材２とを、水溶媒系接着剤としての酢酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤により接着し
、蛍光Ｘ線分析により、接着部断面の塩化物イオンの分布状態を観察した。
【００１５】
　図２及び図３に観察結果を示す。図中の発光点が水溶性吸湿剤の分布する部位であるが
、仕切部材内だけでなく、間隔保持部材の隅々まで水溶性吸湿剤が分布している。従って
、上記のような現象が実際に起こっており、それが原因で湿度交換効率が低下していると
考えられる。
【００１６】
　この現象の対策として、当初、予め仕切部材１に、水溶性吸湿剤の流失量分を増加して
添加することにより性能低下を防止しようと試みた。しかしながら、仕切部材１に添加で
きる水溶性吸湿剤の量には限界があり、性能向上のため既に可能な限り水溶性吸湿剤を添
加しているので、流失量分を増加することは難しい。
【００１７】
　また、仕切部材１に多量の水溶性吸湿剤を添加すると、仕切部材１の強度を低下させる
ことになり、全熱交換素子１０の製作途中で仕切部材１が吸湿、軟化し、製作途中の取扱
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い性が非常に悪化し、全熱交換素子１０を製作することができなくなる場合もあった。
【００１８】
　仕切部材１に添加する吸湿剤として非水溶性吸湿剤を用いることも考えられるが、非水
溶性吸湿剤は、水溶性吸湿剤に比べて仕切部材１への添加加工がし難く、加工コストが上
がるという問題がある。また、仕切部材１と間隔保持部材２との接着に、水溶性吸湿剤が
溶解しない有機溶媒系接着剤を用いると、前述のように揮発性有機化合物（ＶＯＣ）や臭
気、生産設備上の問題が発生する。
【００１９】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、有機溶剤や臭気を放散せず、生産設備
が小規模で済み、素子製作途中における仕切部材からの水溶性吸湿剤の流失の少ない全熱
交換素子及び全熱交換器を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明は、積層した第１、第２の層状
空気流路間を仕切る部材であって水溶性吸湿剤が添加された仕切部材と、前記第１、第２
の層状空気流路を形成し、前記仕切部材間の間隔を保持する間隔保持部材と、前記仕切部
材と間隔保持部材とを接着する接着剤と、を備える全熱交換素子において、前記接着剤が
、水溶性吸湿剤を含浸させた水溶媒系接着剤であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明にかかる全熱交換素子は、製作過程で仕切部材に水溶媒系接着剤が接着したとき
、仕切部材から水溶媒系接着剤へ水溶性吸湿剤が流失するが、水溶媒系接着剤に水溶性吸
湿剤が含浸されているので、水溶媒系接着剤から仕切部材へ水溶性吸湿剤が逆浸透され、
仕切部材からの水溶性吸湿剤の流失を相殺し、全熱交換素子の吸湿性能が低下することは
ない。
【００２２】
　また、水溶媒系接着剤に水溶性吸湿剤を含浸させてあり、仕切部材と間隔保持部材との
接着部（接着剤）が透湿性（吸湿性）を有するので、仕切部材の湿度交換面積が増加した
と同じことになり、湿度交換効率や全熱交換効率が向上する。
【００２３】
　さらに、接着剤自体が透湿性を有するので、接着剤の塗布量を増やしても全熱交換素子
の透湿性能が低下することはなく、接着剤の塗布量を増やすことにより、仕切部材と間隔
保持部材の接着信頼性が向上し、素子自体の耐久性が向上し、また、接着部の隙間が塞が
れ、ＣＯ2透過量が低減する。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】図１は、従来及び本発明の全熱交換素子の構造を示す斜視図である。
【図２】図２は、従来の仕切部材と間隔保持部材の接着部断面の電子顕微鏡（ＳＥＭ）写
真を示す図である。
【図３】図３は、従来の仕切部材と間隔保持部材の接着部断面の蛍光Ｘ線分析による吸湿
剤分布を示す図である。
【図４】図４は、実施の形態１の仕切部材と間隔保持部材の接着部の拡大断面図である。
【図５】図５は、本発明の全熱交換素子の単位構造部材を示す斜視図である。
【図６】図６は、実施の形態２の仕切部材と間隔保持部材の接着部の拡大断面図である。
【図７】図７は、本発明の全熱交換素子を組込んだ全熱交換器の天板を取外した状態の斜
視図である。
【符号の説明】
【００２５】
　１，２１　仕切部材
　２　間隔保持部材
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　３，２３　接着剤（接着部）
　４　第１の層状空気流路
　５　第２の層状空気流路
　６　第１の空気
　７　第２の空気
　１０，２０　全熱交換素子
　１０ａ　単位構造部材
　１００　全熱交換器
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下に、本発明にかかる全熱交換素子及び全熱交換器の実施の形態を図面に基づいて詳
細に説明する。なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。
【００２７】
実施の形態１．
　図１は、本発明の全熱交換素子の構造を示す斜視図である。図１に示すように、全熱交
換素子１０は、第１の層状空気流路４、４と、第１の層状空気流路４、４間に積層され、
該第１の層状空気流路４、４と直交する第２の層状空気流路５、５と、第１、第２の空気
流路４、５間を仕切るシート状の仕切部材１と、第１、第２の空気流路を形成し、仕切部
材１、１間の間隔を保持するコルゲートシート状の間隔保持部材２と、仕切部材１と間隔
保持部材２とを接着する接着剤３と、を備え、第１の層状空気流路４を流れる第１の空気
６と、第２の空気流路５を流れる第２の空気７との間で仕切部材１を媒体として潜熱及び
顕熱を交換する。実施の形態では、間隔保持部材２をコルゲートシート状としたが、間隔
保持部材２は、仕切部材１、１間を所定の間隔に保持できるものであれば、例えば、矩形
波状や三角波状に折り曲げたシートや、複数枚の板片等であってもよい。
【００２８】
　図４は、実施の形態１の仕切部材１と間隔保持部材２の接着部の拡大断面図である。仕
切部材１は、セルロース繊維（パルプ）を叩解加工して、２００秒／１００ｃｃ以上の透
気度が確保されるようにした、秤量約２０ｇ／ｍ2の多孔質・吸液性素材としての特殊加
工紙に、吸湿剤として水溶性で潮解性のある塩化リチウムを約４ｇ／ｍ2添加したもので
ある。仕切部材１を、多孔質・吸液性素材としての不織布としてもよい。また、仕切部材
１に難燃剤を添加しておいてもよい。
【００２９】
　間隔保持部材２は、坪量約４０ｇ／ｍ2の多孔質・吸液性素材としての白色の片艶上質
紙である。仕切部材１及び間隔保持部材２としては、接着時に接着剤中の水分とその水分
中に含浸させた吸湿剤を共に吸収することができる吸液性のある素材であれば、難燃剤を
添加した難燃紙を用いてもよい。また、間隔保持部材２に上記の水溶性吸湿剤を予め添加
しておいてもよい。
【００３０】
　仕切部材１及び間隔保持部材２の素材としては、部材内へ吸収した水溶液を広く拡散で
きるものが好ましい。例えば、非吸液性の素材と吸液性の素材とを張り合わせた片面のみ
が吸液性を有する素材であっても、両面が吸液性を有する素材であってもよいが、両面が
吸液性を有するほうが、速やかな吸液と部材内部への拡散が行なわれるので、好ましい。
素材として難燃紙を用いる場合、部材中で吸湿剤と難燃剤が接触するので、添加する吸湿
剤と難燃剤とが反応し、それぞれの機能が低下してしまうようなことがないことを確認す
る必要がある。
【００３１】
　仕切部材１と間隔保持部材２とを接着する接着剤には、水を主溶媒とする水溶媒系接着
剤としての酢酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤（固形分４０％）を用いた。
【００３２】
　本発明においては、水溶媒系接着剤に予め水溶性吸湿剤を含浸させておく。水溶媒系接
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着剤に予め含浸させる水溶性吸湿剤としては、アルカリ金属塩である塩化リチウムのほか
に、アルカリ土類金属塩である塩化カルシウム、尿素、海草等から生成されるアルギン酸
、アルギン酸塩、カラギーナン等の増粘多糖類、等があるが、実施の形態１では、仕切部
材１に添加した水溶性吸湿剤と同一の吸湿剤である塩化リチウムを用いた。
【００３３】
　仕切部材１へ添加した水溶性吸湿剤と、水溶媒系接着剤に含浸させた水溶性吸湿剤とを
同一のものとした場合には、仕切部材１に水溶媒系接着剤が接着すると、互いに同一の水
溶性吸湿剤を溶解した水溶液になる。さらに、接着剤に水溶性吸湿剤を含浸させているた
め、それら水溶液の濃度差が小さく、その効果によって仕切部材１からの水溶性吸湿剤の
流失を防ぐことができる。その結果、流失現象によって失われていた透湿性が回復され、
湿度交換効率及び全熱交換効率を向上させ、高湿度環境下と低湿度環境下における両効率
の差を小さくすることができる。
【００３４】
　酢酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤への添加は、塩化リチウムが水溶性であるので、酢
酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤へ塩化リチウムを直接投入して溶解するまでよく攪拌す
ることにより行なった。
【００３５】
　接着剤としては、他の樹脂系（酢酸ビニル系、酢酸ビニル－アクリル酸エステル共重合
体系、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）系、アクリル－酢酸ビニル系等）のエマ
ルジョン分散型接着剤を用いても、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）やポリアクリル酸（
ＰＡＡ）等の水溶性高分子樹脂を用いてもよい。
【００３６】
　ただし、水溶液の溶媒、即ち接着剤成分が、塩化リチウムを添加すると凝析（塩析）し
て沈殿物が生じる場合がある。沈殿物が生じると、接着剤の塗布の障害となり、吸湿作用
が期待通り発現されない可能性がある。また、接着剤自体が吸湿し、接着剤樹脂と水とが
常時接触することになるので、例えば、接着が完了した時点で架橋反応が起こる接着剤や
、水による再乳化が少ない耐水性を有するグレードのエマルジョン接着剤を使用するのが
よい。
【００３７】
　また、高分子樹脂の場合も、接着完了後に耐水性を有する架橋反応が起こるようにする
か、又は、できるだけ分子量を大きなものにして水への再溶解を防ぐようにする。さらに
、塩化リチウムを接着剤へ直接溶解させると、塩化リチウムの溶解熱により接着剤の温度
が高くなることがあるので、樹脂接着剤の高温安定性に不安がある場合には、接着剤を冷
却しながら塩化リチウムを少しずつ溶解する。また、先に塩化リチウムの粉末を水に溶解
して飽和溶液とし、飽和溶液の温度を低下させてから接着剤と混合してもよい。
【００３８】
　仕切部材１と間隔保持部材２とを、上記の水溶媒系接着剤３を用いて接着し、全熱交換
素子１０を製作する。全熱交換素子１０の製作は、まず、片段のダンボール等を加工する
コルゲート加工機により、図５に示すような仕切部材１枚と間隔保持部材１枚の単位構造
部材１０ａを製作し、単位構造部材１０ａの間隔保持部材２の稜部にロールコーターを用
いて水溶媒系接着剤３を塗布した後、次の単位構造部材１０ａを９０°回転させて重ねて
接着し、その上に、次の単位構造部材１０ａを重ねて接着するようにして、図１に示すよ
うな全熱交換素子１０を製作する。
【００３９】
実施の形態２．
　図６は、実施の形態２の仕切部材２１と間隔保持部材２の接着部の拡大断面図である。
仕切部材２１は、２００秒／１００ｃｃ以上の透気度が確保されるようにした秤量約２０
ｇ／ｍ2の特殊加工紙を、水溶性吸湿剤を添加せずにそのまま用いている。
【００４０】
　間隔保持部材２は、実施の形態１と同一の、坪量約４０ｇ／ｍ2の白色の片艶上質紙で
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ある。接着剤２３は、酢酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤に塩化リチウムを含浸させたも
のである。その際、含浸させる塩化リチウムの量が、実施の形態１の仕切部材１に添加し
た塩化リチウムの量と実施の形態１の接着剤３に含浸させた塩化リチウムの量の合計量と
なるように添加量を調節した。全熱交換素子２０に用いる部材（素材）、添加剤（薬剤）
、組立方法その他は、実施の形態１と同様に種々変更することができる。
【００４１】
　水溶媒系接着剤２３から仕切部材２１への水溶性吸湿剤の逆浸透効果を利用して、仕切
部材２１に水溶性吸湿剤を予め添加せずに、仕切部材２１の分まで水溶性吸湿剤を含浸さ
せた水溶媒系接着剤を仕切部材２１に塗布し、間隔保持部材２を接着して全熱交換素子２
０を製作すれば、仕切部材２１に予め水溶性吸湿剤を添加したときと同じ吸湿性能を有す
る全熱交換素子２０を製作することができる。このようにすれば、仕切部材２１に水溶性
吸湿剤を添加する工程を省略することができる。それ故、仕切部材２１が組立途中に軟化
してしまうような作業性の悪化を防止し、全熱交換素子の生産効率を向上させることがで
きる。
【００４２】
　なお、水溶性吸湿剤以外の薬剤、例えば、難燃剤等も、水溶性であって、かつ、水溶性
吸湿剤や水溶媒系接着剤との反応性が無ければ、水溶性吸湿剤とともに水溶媒系接着剤に
含浸させておき、仕切部材２１及び間隔保持部材２に拡散させることができる。このよう
にすれば、仕切部材２１や間隔保持部材２に難燃剤を添加する工程が不要となる。このよ
うに、水溶性吸湿剤以外でも、仕切部材２１や間隔保持部材２へ含浸させて何らかの効果
を得ることを目的とする水溶性の薬剤を、水溶媒系接着剤へ含浸させて全熱交換素子２０
を製作すれば、大幅な省力化を行なうことができる。
【００４３】
〔全熱交換器〕
　図７は、本発明の全熱交換素子１０、２０を組込んだ全熱交換器１００の天板１０１ａ
を取外した斜視図である。本発明の全熱交換器１００は、取外し可能な天板１０１ａを備
える直方体状の筐体１０１内に収容されている。筐体１０１の対向する側面の一方には、
室内側の吸込口１０４及び吹出口１０６が設けられ、他方には、室外側の吸込口１０５及
び吹出口１０７が設けられている。吸込口１０４と吹出口１０７との間、吸込口１０５と
吹出口１０６との間は、それぞれ、筐体１０１内に着脱可能に収容される排気流路１０８
、給気流路１０９により連通される。
【００４４】
　排気流路１０８内には、羽根車１２１、電動機１２６及びケーシング２１１から成る送
風機１１０が設置され、室内の空気を吹出口１０７から室外に排気する。給気流路１０９
内には、羽根車１２１、電動機１２６及びケーシング２１１から成る送風機１１１が設置
され、室外の空気を吹出口１０６から室内に給気する。
【００４５】
　本発明の全熱交換素子１０、２０は、筐体１０１の他の側面に設けられた挿入口１１５
から挿入され、第１の層状空気流路４（図１参照）を排気流路１０８に連通させ、第２の
層状空気流路５（図１参照）を給気流路１０９に連通させるように、排気流路１０８及び
給気流路１０９の中間部に設置される。全熱交換素子１０、２０の挿入後に、挿入口１１
５を、蓋１１５ａにより塞ぐ。
【００４６】
　それぞれの送風機１１０、１１１を運転すると、室内空気は、図示しないダクトを介し
て室内側の吸込口１０４から矢印Ａのように吸込まれ、排気流路１０８及び全熱交換素子
１０、２０の第１の層状空気流路４を矢印Ｂのように通り、排気用の送風機１１０により
室外側の吹出口１０７から矢印Ｃのように室外へ排気される。
【００４７】
　また、図示しないダクトを介して室外側の吸込口１０５から矢印Ｄのように吸込まれ、
給気流路１０９及び全熱交換素子１０、２０の第２の層状空気流路５を矢印Ｅのように通
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り、給気用の送風機１１１により室内側の吹出口１０６から矢印Ｆのよう吹出され、図示
しないダクトを介して室内に給気される。このとき、全熱交換素子１０、２０では、排気
流Ｂ（第１の空気６；図１、図７参照）と給気流Ｅ（第２の空気７；図１、図７参照）と
の間で仕切部材１を介して全熱交換が行なわれ、排気熱を回収して冷暖房負荷を軽減する
。
【００４８】
〔従来例〕
　実施の形態１と同一の仕切部材１及び間隔保持部材２を用い、水溶媒系接着剤として酢
酸ビニル樹脂エマルジョン接着剤に適当量の水を混合したものを用いた。組立方法その他
は、実施例１と同一の条件で全熱交換素子を製作した。水溶媒系接着剤の塗布量は、塗布
する水溶媒系接着剤の固形分量が実施の形態１と同程度になるように調整した。
【００４９】
〔比較例〕
　水溶媒系接着剤により仕切部材１に添加した水溶性吸湿剤が流失することを確認するた
め、実施の形態１と同一の仕切部材１を用い、間隔保持部材２として、吸水性の少ない樹
脂（ＰＥＴ樹脂）により、実施の形態１と同様の形状の間隔保持部材を製作した。接着剤
は、水溶媒系の感圧型接着剤を用いた。
【００５０】
　ＰＥＴ樹脂製間隔保持部材の稜部へ感圧型接着剤を塗布し、十分乾燥させて添加されて
いる水分が蒸発した後に、仕切部材１を重ねて圧着し、図５に示すような単位構造部材１
０ａを製作する。次に、その単位構造部材１０ａの他の稜部に感圧型接着剤を塗布し、十
分乾燥させて水分が蒸発した後に、次の単位構造部材１０ａを９０°回転させて重ねて圧
着して全熱交換素子を製作した。
【００５１】
　上記のようなＰＥＴ樹脂製間隔保持部材を用いて全熱交換素子を製作することにより、
エレメント製作中に仕切部材１に水分が吸収されても、水溶性吸湿剤が仕切部材１の外へ
流失することはない。この全熱交換素子の性能を従来例と比較することにより、接着剤の
水分のみにより仕切部材１から水溶性吸湿剤が流失することを確認することができる。
【００５２】
　実施の形態１、実施の形態２、従来例及び比較例の同一サイズの全熱交換素子を製作し
、同一試験条件（環境条件、風量条件や測定条件等）下で測定した湿度交換効率の値を表
１に示す。
【００５３】
【表１】

【００５４】
　高湿度環境下と低湿度環境下における湿度交換効率の違いを測定するため、高湿度環境
として、ＪＩＳ　Ｂ８６２８（全熱交換器）の交換効率測定条件（夏場条件）に準拠した
条件を用い、また、低湿度環境として、ＡＲＩ（米国空調冷凍協会）１０６０－ＲＡＴＩ
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ＮＧ　ＡＩＲ－ＴＯ－ＡＩＲ　ＥＮＥＲＧＹ　ＲＥＣＯＶＥＲＹ　ＶＥＮＴＩＬＡＴＩＯ
Ｎ　ＥＱＵＩＰＭＥＮＴの交換効率測定条件（冷房条件）に準拠した条件を用いて測定し
た。低湿度域湿度交換効率／高湿度域湿度交換効率の割合を（）内に併記した。
【００５５】
　表１に示すように、従来例に対し、実施の形態１及び実施の形態２の全熱交換素子は、
湿度交換効率の絶対値、高湿度環境下と低湿度環境下における交換効率の差異、のいずれ
も優れている。また、従来例と比較すると比較例は、高湿度環境下における湿度交換効率
の絶対値はそれ程違いがないが、低湿度環境下における湿度交換効率が大きく向上してい
る。これが吸湿剤の流失による効果の違いである。また、実施の形態１では、湿度交換効
率の環境変化については比較例とほぼ同程度の値が得られていることから、仕切部材１か
らの水溶性吸湿剤の流失が防がれていることが解る。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　以上のように、本発明にかかる全熱交換素子は、建築物の換気、自動車や列車等の移動
体の換気を行う熱交換換気装置に有用であり、特に、潜熱と顕熱を同時に交換する全熱交
換を行なう全熱交換器に適している。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】
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